
名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例をここに公布する。 

令和３年３月１６日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第１２号 

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制 

限に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法 

」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、名古屋都市計画八床

工業用地地区計画の区域内における建築物に関する制限に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（適用区域） 

第２条 この条例は、市長が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２０条第１項の規定により告示する名古屋都市計画八床工業用地地区計

画（以下「地区計画」という。）の区域内において適用する。 

（地区の区分及び名称） 

第３条 この条例における地区の区分及び名称は、地区計画の計画図に表

示するところによる。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 第２条に規定する地区計画の区域内においては、別表に掲げる建

築物は、建築してはならない。 

２ 法第３条第２項の規定により前項の規定の適用を受けない建築物につ

いて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、

法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前項の規定は、



適用しない。 

⑴ 増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により前項の規定の

適用を受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続

き前項の規定（当該規定が改正された場合においては、改正前の規定

を含む。）の適用を受けない期間の始期をいう。以下この項において

同じ。）における敷地内におけるものであり、かつ、増築後又は改築

後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対して

それぞれ法第５２条第１項、第２項又は第３項及び法第５３条の規定

に適合すること。 

⑵ 増築後の床面積の合計が基準時における床面積の合計の１．２倍を

超えないこと。 

⑶ 前項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の増築後の床面

積の合計が基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超え

ないこと。 

（建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の容積率（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をい

う。）は、１０分の２０以下でなければならない。 

２ 前項に規定する建築物の延べ面積の算定については、法及び建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の規定の例による。 

（建築物の建蔽率の最高限度） 

第６条 建築物の建蔽率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合をい

う。）は、１０分の６以下でなければならない。 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第７条 建築物の敷地面積は、３，０００平方メートル以上でなければな

らない。 



２ 前項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による

建築物の敷地面積の減少により、当該事業の施行の際現に建築物の敷地

として使用されている土地で前項の規定に適合しなくなるもの及び当該

事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地

として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、

その全部を一の敷地として使用する場合においては、適用しない。 

（壁面の位置の制限） 

第８条 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離

（以下「後退距離」という。）は、４メートル以上でなければならない。 

２ 前項の規定は、管理（守衛）室、自転車置場その他これらに類する用

途に供し、軒の高さが３メートル以下、かつ、後退距離の限度に満たな

い部分の床面積の合計が１５平方メートル以下の建築物である場合は、

適用しない。 

（建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合の措置） 

第９条 建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合は、当該建築

物又は当該敷地の全部について、第４条から前条までの規定を適用する。 

 （公益上必要な建築物の特例） 

第１０条 市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したも

のについては、その許可の範囲内において、この条例の規定は、適用し

ない。 

 （委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （罰則） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処

する。 



⑴ 第４条第１項又は第７条第１項の規定に違反した場合における当該

建築物の建築主 

⑵ 法第８７条第２項において準用する第４条第１項の規定に違反した

場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者 

⑶ 建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第 

７条第１項の規定に違反することとなった場合における当該敷地の所

有者、管理者又は占有者 

⑷ 第５条第１項、第６条又は第８条第１項の規定に違反した場合にお

ける当該建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は

設計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の

工事施工者） 

２ 前項第４号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主

の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほ

か、当該建築主に対し同項の罰金刑を科する。 

第１３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関して、前条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科す

る。 

附 則 

この条例は、名古屋都市計画八床工業用地地区計画に係る都市計画法第

２０条第１項の規定に基づく告示の日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

建築してはならない建築物 
 



次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準

である日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する工場及びそ

れに関連する研究開発施設 

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成１

７年法律第８５号）第２条第１号に規定する流通業務の用に供するもの

をいう。） 

 

 

 


